



































There is a possibility that the direct participation such as voting of a referendum and an initiative may become a 
conventional political participation as well as the indirect participation such as voting for electing representatives. 
Generally speaking the direct participation is conceived to be complementary to the indirect democracy that is 
possible for a large size of societies. As people's experience of referendum voting of municipal amalgamation is 
increasing, their view of the direct voting regarding a specific issue may be changed from a complementary way of 
political participation to one of the conventional way of political participation as same as electoral participation. Then 
in this study, people's view of these two kinds of voting participation is examined in relation to their other political 
attitudes. The impact of the attitudes to the view of voting participation may be useful for exploring the possibility 
of future democratic involvement. For example, the attitudes of political alienation, people's orientation about the 
function of an electoral system, political interest and people's direction in expectation to administrative services. The 
change of the swing in people's view of voting participation between the indirect voting and the direct voting will 
be clarified by analyzing the election survey by the Election Administration Committee in Kyoto City Municipal 



























































































う」と「その通りだと思う」（2003 年と 2007 年の調査
ではそれらが一つの選択肢）と答えた者のカウント変数





注目する 20 歳から 59 歳と 60 歳以上の年代（若壮年層
が 0 で高齢者層が 1 のダミー変数）の違いをも考慮する
と、2003 年には全体では 44.3％（若壮年層では 49.8％、
高齢者層では 35.1％：選挙投票観と年齢層との相関係
数は△ 0.144、有意水準 p ＜ 0.01、以後＊は p ＜ 0.05 で
記載のないものはすべて p ＜ 0.01 である）。2007 年度






2003 度には 61.4％（66.7％、52.6％：△ 0.140）、2007 年
























































非常に賛成賛成 どちらともいえない 反対 非常に反対 わからない
ア．市町村レベルでの導入 1 2 3 4 5 6
イ．府県レベルでの導入 1 2 3 4 5 6









非常にその通りだと思う その通りだと思う どちらともいえない その通りだと思わない まったくその通りだと思わない わからない
ア．生活にあまり関係のない選挙に行
く必要はない
1 2 3 4 5 6
イ．勝敗のはっきりしている選挙の場
合は、わざわざ投票に行く必要はない
1 2 3 4 5 6
ウ．適当な候補者がいなければ棄権も
やむをえない
1 2 3 4 5 6
エ．たくさんの人が投票するのだから、
私一人ぐらい棄権してもよい
1 2 3 4 5 6
－ 4 －















開を踏まえて、質問項目 4 の Powerlessness、項目 2 の






府親近感は、項目 2 の Normlessness を逆転させ、それ








れの頻度は、政府親近感 1 の 2003 年は 61.6％（57.9％、
67.8％：0.099 ＊）、2007 年には 62.7％（58.8％、69.0％：
0.103 ＊）、2011 年には 60.6％で（57.0％、64.2％：相関


































代議機能重視 1 の 2003 年は 27.2％（26.7％、28.1％：相
関なし）、2007 年には 32.7％（30.0％、37.1％：相関なし）、
2011 年には 37.3％で（37.1％、37.4％：相関なし）である。
接触機能重視 1 の 2003 年は 40.1％（38.6％、42.7％：相
関なし）、2007 年には 37.5％（34.4％、42.4％：相関なし）、













































ウント変数の 0 点もしくは 1 点を政治関心度の低い 0 の
人、2 点もしくは 3 点の人を政治関心度の高い 1 の人と
するダミー変数である。政策期待度の尺度は、その次
の行政サービスへの期待の質問での 11 項目中のいくつ
を選んだかのカウント変数の 0 点から 3 点を政策期待
度の低い 0 の人、4 点から 11 点の人を政治関心度の高
い 1 の人とするダミー変数である（ただし、項目 9 の地
域活性化施策は 2003 年と 2007 年には経済施策と表記し
ている）。それぞれの頻度は、政治関心度 1 の 2003 年は
54.2％（52.3％、57.3％：相関なし）、2007 年には 54.9％
（51.5％、60.5％：0.088 ＊）、2011 年には 53.2％で（48.2％、
58.3％：0.101 ＊）である。行政期待度 1 の 2003 年は














ア．市の政治について 1 2 3 4 5 6
イ．府の政治について 1 2 3 4 5 6
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Ⅲ．2003 年、2007 年、2011 年の投票参加観
　 スイングの特徴
　政治関与意識についてのここでの分析枠組みに沿っ
て、2003 年、2007 年、2011 年のデータを分析すると、
二種類の投票参加観である選挙投票観と住民投票観に影
響する要因が、各年度でどのように異なるかがわかる。































































ベータで、記載例は全体（20 歳から 59 歳までの若壮年
層、60 歳以上の高齢者層）となっている。＊印無しは


























































































































































































































































とめたのが表 1 である。図 5 での二重実線矢印のパス
係数（ベータ係数、p ＜ 0.05）を、若壮年層（20 歳から
59 歳まで）と高齢者層（60 歳以上）に分けて示している。
若壮年層では、代議機能重視の志向が政治関与意識内で














2003 年 2007 年 2011 年
代議機能重視→選挙投票観　（全体） △ 0.184 ― ―
（若壮年層） △ 0.179 ― △ 0.119
（高齢者層） △ 0.194 ― ―
代議機能重視→政治関心度　（全体） ― 0.084 0.183
（若壮年層） ― ― 0.235
（高齢者層） ― 0.144 0.125
政治関心度→住民投票観　　（全体） 0.209 0.165 0.143
（若壮年層） 0.183 ― 0.177
（高齢者層） 0.270 0.344 ―
行政期待度→住民投票観　　（全体） 0.134 0.106 0.128
（若壮年層） ― ― 0.168
（高齢者層） 0.168 0.150 ―
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表２　投票参加観スイングの 2003 年、2007 年、2011 年の比較
（投票参加観への遠近を考慮した影響を示す桁に意味のあるシンボリックな数値）
2003 年 2007 年 2011 年
若壮年層の後方飛び出し（選挙投票側） 11 0 10
若壮年層の前方飛び出し（住民投票側） 102 11 211
　若壮年層のスイング F113 （F11） F221
高齢者層の後方飛び出し（選挙投票側） 11 0 111
高齢者層の前方飛び出し（住民投票側） 20 211 0
　高齢者層のスイング F31 （F211） （B111）






































まだ準備が整っていないが、2003 年、2007 年、2011 年
の政権の状況は次のようである。統一地方選挙のあった
2003 年 4 月は、2001 年 4 月 26 日からの第 1 次小泉内閣
の第 1 次改造内閣の 2002 年 9 月 30 日～ 2003 年 9 月 22
日の途中にあたっている。2007 年 4 月は、第 1 次安倍
内閣の 2006 年 9 月 26 日～ 2007 年 8 月 27 日の途中であ
る。2011 年 4 月は、2009 年 9 月 16 日からの民主党鳩山
内閣を経て 2010 年 6 月 8 日からの菅内閣の 2011 年 1 月




















































































尺度間の相関 全体 若壮年 高齢者 全体 若壮年 高齢者 全体 若壮年 高齢者
選挙投票観と
住民投票観
△ 0.161 ＊ 0.138 ＊
政治関心度と
行政期待度
0.153 0.154 0.159 ＊ 0.123 0.139 ＊ 0.151 0.149 0.174
代議機能重視と
接触機能重視
△ 0.136 ＊ △ 0.091 ＊ △ 0.109 ＊ △ 0.116 ＊
政府親近感と
政府応答感
注）数値は相関係数ピアソンで有意水準 p<0.01、＊は p<0.05 のもの、△は負の相関。
－ 14 －




























は 456 名 66.3 ％（720）、2007 年 は 550 名 61.1 ％（900）、2011
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